（様式B-1:全申請者提出必須）
事業継続・高度化計画書

＜応募者の概要＞　※1
	（フリガナ）　　　　　　　
名称(個人事業主は本人の名前)　
	（フリガナ）
総合型地域スポーツクラブ○○


	法人番号（13桁）※2
	な
	し
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	応募者・団体ホームページのＵＲＬ
（ホームページが無い場合は「なし」と記載）
	[bookmark: _GoBack]https://・・・・/

	常勤の
従業員数※3
	3人
	＊常勤の従業員がいなければ、「0人」と記入してください。
＊従業員数が本公募要領の定めを超える場合は申請できません。

	設立年月日
	　　(西暦) 2000年8月3日

	2019年の活動実績を以下に記載してください。また、主要な2つの実績に☑を付けた上で、当該実績に関する資料（HP、対外的に発出した文書、公表しているPR資料等）を提出ください。
（行数が足りない場合は各自で行を追加し記載してください。）

	☑　総合型地域スポーツクラブ運営事業　

☑　スポーツイベント開催事業

· スポーツ指導者派遣事業

	連絡担当者
※4
	（フリガナ）
氏名
	（フリガナ）
○○　○○
	役職
	代表

	
	住所
	（〒xxx－xxxx　）
○○県○○市○○x-x-xx

	
	電話番号
	xx-xxxx-xxxx
	携帯電話番号
	xxx-xxxx-xxxx

	
	FAX番号
	xx-xxxx-xxxx
	E-mailアドレス
	xxx@ne.jp


【様式B-1作成の留意事項】
※1　共同申請の場合には代表事業者について記載してください。
※2　法人の場合は、法人番号を記載してください。任意団体と個人事業主は「なし」と明記してください。マイナンバー（個人番号（12桁））は記載しないでください。
※3　公募要領P.5の2．（1）⑥の常勤の従業員数の考え方をご参照のうえ、ご記入ください。
※4　補助金事務局からの書類の送付や必要書類の提出依頼等の電話・メール連絡は、全て「連絡担当者」宛てに行います。補助金の申請内容や実績報告時の提出書類の内容について、責任をもって説明できる方を記載してください。電話番号又は携帯電話番号は必ず記入をお願いします。FAX番号・E-mailアドレスも極力記入してください。
	[bookmark: _Hlk37608668]補助対象事業として取り組むものが、「射幸心をそそるおそれがある、又は公序良俗を害するおそれがある」事業（公募要領P.7参照）か否か。
	□該当する
（該当する場合は応募できません）
	☑該当しない

	日本国内に居住しているか否か。
（共同申請の場合は申請者全員について）
	☑該当する

	□該当しない
(該当しない場合は応募できません)




＜計画の内容＞＜計画の内容＞は、合計最大5枚までとします。


	1．事業概要（申請者・団体の概要や事業方針等を記載ください。なお、「スポーツに関する物・サービスを提供する事業を行っていること」が分かる内容にしてください。）（注1）
・弊クラブは2000年に設立し、以来20年、地域に根差した活動を継続してきました。
・主な事業内容としては、●●市において幼児から高齢者を対象とした「総合型地域スポーツクラブ運営事業」、年間を通して「スポーツイベント開催事業」、県内各地の企業・学校・各種団体に等にスポーツ指導者を派遣する「スポーツ指導者派遣事業」を行っています。


	2．新型コロナウイルス感染症による負の影響（収入減少等の状況について記載ください）（注2）
　政府の緊急事態宣言を受けて、4月22日から5月6日まで総合型地域スポーツクラブ運営事業のすべての教室を活動中止とし、それを踏まえ5月の月会費を半額にしました。従って、5月の月収入が半減しました。また、例年、4月・5月は、年度の始まりということで、新規入会者が大きく増える時期なのですが、今年は例年よりも少なく、会員数が減少しています。また、休会者も激増し、その大半が活動再開後も休会を継続している状態です。


	3．今回の計画において取り組む内容（該当するものを一つ以上選択）
☑（1）①スポーツ実施者、観客等の回復・開拓のための取組
☑（1）②スポーツ大会又は教室の運営等の事業活動の継続・回復のための取組
□（1）③雇用契約の明文化等の経営・ガバナンスの近代化のための取組
※上記（1）①〜③のいずれかに該当する必要があります

	☑（2）（1）①〜③の取組と併せて行う新型コロナウイルス感染拡大予防ガイドラインに則した取組 ※（2）のみの申請はできません。

	4．今回の計画において補助対象経費の1/6以上を投資する類型（該当する場合は一つ以上選択）
□（A）非対面型事業モデルへの転換
□（B）テレワーク環境の整備
※補助対象経費の1/6以上を上記A又はBの事業に充てる場合は補助率が3/4（当該の条件を満たさなければ補助率は2/3）

	5．今回の計画で取り組む事業名【30文字以内で記載ください】（注3）
総合型地域スポーツクラブ運営事業


	6．今回の計画で取り組む内容（上記を踏まえ、活動の再開・継続に向けて行う取組について、事業期間を含め具体的に記載してください。その際、対象経費として申請するものをどのように使用するかが分かるように取組内容を記載してください。また、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、感染拡大以前の活動内容からどのように取組を高度化させているかについても明記してください。）（注3）

上記3．（1）について
初心者から高齢者を対象に、多種目を備え、初心者からトップアスリートまで、障害の有無に関わらず、スポーツを愛好する市民誰もが気軽に集いスポーツに親しむことができる「総合型地域スポーツクラブ」の運営を充実させます。特に、クラブのサービスは「人」が担います。スタッフの充実に力を入れ、クラブサービスの質を高め、減少したクラブ会員数の回復につなげ、クラブの事業の維持継続・充実・活性化・高度化していきます。
また、この事業をとおして、できうる限りの感染予防対策に取り組みながら、スタッフ、会員の皆様とともに、笑顔で安心安全なスポーツの場を取り戻し、クラブ活動の充実に努めてまいります。

事業期間：令和2年8月1日～11月30日
実施種目：4種目（陸上競技、サッカー、幼児体操、健康体操）
対象：会員約700名（幼児から高齢者）月会費制
実施回数：週のべ15教室
1回の想定人数：指導者2名～10名、参加者3名～140名
対象のレベル：初心者から全国大会を目指すトップレベルまで
対象の年齢：幼児から高齢者
実施会場：●●市内公共施設、学校施設等
各教室の内容（指導者の数）：
月曜日（1教室）ジュニア陸上教室（●●地区）指導者3名
火曜日（4教室）健康体操教室：指導者1名・ジュニア陸上教室（●●地区）：指導者3名・ジュニア陸上教室（●●地区）：指導者3名・●●ランニング倶楽部：資格取得指導者1名・指導者1名
水曜日（3教室）健康体操教室：指導者1名・総合型陸上競技クラブ：資格取得指導者2名・指導者2名・ジュニア陸上教室（●●地区）：指導者3名
木曜日（3教室）幼児体操教室：指導者2名・ジュニア陸上教室（●●地区）：指導者3名・●●ランニング倶楽部：資格取得指導者1名・指導者1名
金曜日（1教室）総合型陸上競技クラブ：資格取得指導者2名・指導者6名
土曜日（3教室）ジュニア陸上教室（●●地区）：指導者3名・ジュニア陸上教室（●●地区）：指導者3名・総合型陸上競技クラブ：資格取得指導者2名・指導者6名

週計：教室15教室・資格取得指導者8名×4週＝32回（月）、指導者41名×4週（月）＝164回

指導スタッフ：約20名（日本スポーツ協会指導者資格、マネジメント資格保有者含む）


	上記3．（2）について
　会員の皆様に指導スタッフの表情が伝わるように、また、暑さ対策を含め、指導スタッフは「フェイスシールド」を活用します。教室開催時の受付等はマスクも併用します。また、用具をこまめに消毒するための消毒液や、指導スタッフ・参加者がこまめに手指消毒をするためのアルコール消毒液を常備します。指導スタッフ・参加者の体調管理のため非接触体温計を活用します。


※採択時に、「事業者名称」及び「補助事業で行う事業名」等が一般公表されます。
（注1）共同申請の場合、共同で取り組む経緯や取り組んでいる内容等で記載してください。
（注2）共同申請の場合、共同事業での影響の状況を記載してください。
（注3）共同申請の場合、共同事業計画の内容を記載してください。
1

